







































































































































中部 タイ　　 北 タイ　　 東北 タイ　　 南 タイ　　　 全体
35．72　　　 36．16　　　 35・07　　　 35・63　　　 35・56

































































1991 1992 1993 1994 1995
全 サ ンプ ル数
分 析 に用 い た サ ンプ ル 数
186105 183443 173488 361713 352711
39944 41778 ． 39626 68843 67340
1996 1997 1998 1999 2000
全 サ ンプ ル数
．分 析 に 用 い た サ ンプ ル数
345748 351247 338334 332335 326470
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（出所）労働力調査の個票データより筆者作成
らの環境要因が異なるために，同じ学歴や性別であったとしても，地方ごとに影響が異なるという分析
結果を生じさせたと考えられる（図2）。例えば，表3は労働力調査の個票データから地方別の移動理由
を見たものだが，これを見ても地方によって移動の理由が大きく異なることが見て取れる。
おわリに
これまでの既存研究においても，出身地域の自然環境や文化習慣などが人口移動の決定に重要な要
因であることは認識されていたが，それらはあくまで地域要因を，実証分析の説明変数として採用する
ような方法で，その効果の違いを検証し たものが多く，地方属性の違いを議論の中心に据えた論考は少
なかった。しかし，池本（2000）が指摘しているように，タイでは国内の人口移動が頻繁に起きても地方
間格差はほとんど縮小しておらず，地方や地域といった分析単位に焦点をあてたより構造的な分析が望
まれているといえよう。従来型のマクロ分析やミクロ分析に併せて，労働力調査のように一国全体にわ
たる大規模なマイクロデータを用いて地方ごとの分析を行い，それぞれの地方ごとに異なる規定要因の
影響度を比較検討することや，地方間差違を検証することを目的としたより詳細な人口移動調査を設
計・実施することなどで，そのような構造的な理解を深めることに貢献出来るだろう。
ただし本稿では，こうした構造的な分析の段階には至っていない。それはタイ全体の包括的な議論を
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地方別に見たタイの国内人口移動一労働力調査データに基づくミクロ実証分析一
行うことで，地方間差違の議論を行う上での問題点を抽出することに議論の中心が据えられていたため
である。また，出身地方別に異なる移動の規定要因を探ろうと，網羅的，探索的な分析をより重視した
ための結果，変数間の内生性に十分な配慮が出来ていない100これら問題を軽減していくためにも，今後
はある特定の地方などに分析の焦点を絞ることや男女別げ一夕を分割し分析を行う，といったより構
造的な人口移動の決定プロセスを明示的に議論していく等の改良が必要となるであろう0そして，それ
ら作業は本稿の分析意義をより深めるために必要であるが，これら課題については別稿にて議論した
い。
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注
1都市と農村間での期待賃金格差が移動を促すとするハリス＝トグロモデル（HarrisandTodaro（1970））などが
ある0また，途上国の人口移動に関する最近のサーベイとして，rLucas（1997）や－TaylorandMartin（2081），
赤林（2001）等がある。
2　更に都市地域，衛生区域，農村地域（非都市区域）の3つの地域によって分類することが多い。衛生区域とい
う地域は，基本的には，都市地域と農村地域の中間に位置するような地域を指すが，その内実は，都市地域に
近いもの，農村地域に近いもの，と様々である。
3　詳しくは，末贋編（1998）を参照されたい。
4　労働力調査では，前居住地域を調査するが，その選択肢は「都市部」か「非都市部」という2者択一となって
おり，居住地域の選択肢である「都市区域」，「衛生区域」，「非都市区域（農村区）」のカバレッジと異なってい
る。このため，本稿では前居住地が「非都市部」と解答したものを「農村居住」とし，分析を行った。
5　東南アジア諸国におけるインフォーマル就業に関しての理論的な考察としては，中西（1994），中西・新津
（2001）などが詳しい。
6　タイの教育制度は，1974年より6－3－3－4制を敷いている。義務教育は現在では初等教育（小学校）6年と中
等教育前期（中学校）3年になっている。しかしながら労働力調査では，1974年以前に教育を受けた層も多く
調査対象となるため，就学年数を聞く質問とは独白に，旧教育制度（4－3－3－2－4制）に照らし合わせて，初等
教育下級（4年間）修了といった教育水準変数を調査終了後のデータ集計段階で作成しており，本稿での3区
分もそれらの分類の組み合わせに従ったものである。なお，2001年の労働力調査からは，この教育水準変数
も，現行の教育制度に沿う形で作成されている。
7　中部タイ等の工場には，近隣の農村からバスなどの交通手段を利用して通勤してくる労働者が多数いることが
報告されている（末廣（1997））。
8　これらの移動プロセスを確認するためには，前居住地だけではなく，出生地などをも含めた居住地の履歴情報
が必要となる。しかし，労働力調査では，前居住地以外の情報は得られないため，これ以上の確認は困難であ
る。
9　人口移動におけるネットワークの働きに関してはTaylor（1986）やPessino（1991）らを参照されたい。
1g‾フこロ‾移動初実証研究古着市〒∴古布首問題首完蒼に丁テ千古二元子音吉盲あ国頭吉元ら示七は，Lucas（2000）
が詳しい。
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